
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 3年度 6月補正予算令和03 通常 令和03 06 24
0808020117 環境保全対策の推進

02 良好な環境と豊かな自然の保全秋田県環境基本計画等普及啓発事業
良好な環境の保全対策の推進01

生活環境部 環境管理課 調整・環境企画班 1571 古井　正隆 上田　貴夫

令和03 令和09

　秋田県の環境保全施策の指針となる「第３次秋田県環境基本計画」を、令和３年３月に策定した。 県民や事業者等全ての主体が環境保全についての理解を深め、それぞれが連携・協力して、環境に配
本計画の推進には、県民、事業者、民間団体、行政など全ての主体の連携、協力及び積極的な参加に 慮した行動取る人たちが増えている状態。
よる環境に配慮した行動を促進していくことが求められるため、本計画の基本方針や施策等について
広く県民等に周知していく必要がある。

○ ●

県

県民、事業者、民間団体、行政

□ ■ R02 09

環境基本計画に関するウェブサイトを開設し、当該計画や環境保全の具体的取組等に関するデジタル
■ □ □ □ コンテンツを掲載する。

□

　アンケート調査の結果、「地球温暖化対策のための省エネルギー、再生可能エネルギーの導入」「
大気、河川などの水質・土壌・騒音・悪臭など生活環境の改善」等の環境施策への期待度が高かった

紙媒体の概要資料では、一部の興味のある県民にしか情報が届かず周知効果に限界があるほか、掲載されている情報内容の。その一方で、SDGsの認知度が低く、一般県民の地域の環境保全活動への参加率も半数以下となるな
更新が難しいため、情報を広く拡散しやすく内容更新も比較的容易なウェブサイトとした。ど、環境保全施策に関する情報提供や、地域住民による主体的な行動促進が不足していることが明ら

かとなった。
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秋田県環境基本計画等普及啓発事業 環境基本計画に関するウェブサイトを開設し、当該計画や環境保全の具体的取組等に関す
01 るデジタルコンテンツを掲載する。       2,786         100         100         100        100         100         3,386
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        3,386環境保全基金       2,786         100         100         100        100        100

          0           0           0           0           0             0          0



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ
指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ
指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

環境基本計画についての理解が広がり、県民や事業者等による主体的な環境に配慮した行

動が促進される。

ウェブサイトの閲覧者数

●当該サイトのページビュー

○
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         0         0ウェブサイトのページビュー分析結果（カウンター集計）

         0         0

● ○ ○0 3

○
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○ ○ ○

秋田県環境基本計画は秋田県環境基本条例に基づき策定されるものであり、本県の環境保
全施策の指針を定めていることから、本計画を広く周知し県民の理解を促進することが、
施策目的の達成のためには必要である。

再生可能エネルギーの導入促進や生活環境の保全等、県民からは環境保全施策の推進が望
まれているものの、SDGsをはじめとした環境保全に対する理解不足や、地域における環境
保全活動への参加率が低いなどの課題を解消していく必要がある。

■□ □
□

秋田県環境基本計画は秋田県環境基本条例に基づき策定されるものであり、その普及啓発
は県が主体となって行うべきものである。

○ ○


